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特集

て「
調
査
間
隔
の
延
長
対
象
法
人
数
」が
参

考
指
標
と
し
て
初
め
て
採
用
さ
れ
て
い
る

こ
と
が
注
目
に
値
す
る
。
国
税
局
調
査
部

（
課
）の
調
査
関
係
事
務
⑶
に
投
入
さ
れ
る

割
合
に
つ
い
て
は
85
％
と
い
う
明
確
な
数

値
目
標
が
設
定
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

国
税
局
調
査
部（
課
）が
調
査
関
係
事
務
に

割
り
当
て
る
時
間
を
減
少
す
る
こ
と
は
考

え
に
く
い
。
そ
う
す
る
と
調
査
間
隔
の
延

長
対
象
法
人
数
が
増
加
す
る
一
方
、
特
官

法
人
が
増
加
し
な
い
の
で
あ
れ
ば
、
調
査

間
隔
の
延
長
等
対
象
法
人
が
増
加
す
る
こ

と
に
よ
る
調
査
事
務
の
減
少
分
を
調
査
間

隔
の
延
長
等
対
象
法
人
以
外
の
法
人
に
対

し
て
投
入
す
る
も
の
と
考
え
ら
れ
、
こ
の

こ
と
は
、
当
局
側
が
本
取
組
の
効
果
と
し

て
あ
げ
て
い
る「
調
査
必
要
度
の
高
い
法

人
へ
調
査
事
務
量
を
重
点
配
分
」が
今
後

確
実
に
実
施
さ
れ
て
い
く
こ
と
を
示
し
て

い
る
と
考
え
ら
れ
る
。

本
取
組
の
対
象
と
な
る
特
官
法
人
以
外

の
国
税
局
調
査
部（
課
）の
一
般
部
門
が
所

掌
す
る
法
人（
以
下
、「
一
般
法
人
」と
い

う
）に
つ
い
て
は
、
税
務
コ
ン
プ
ラ
イ
ア

ン
ス
を
維
持
・
向
上
す
る
た
め
の
取
組

み
と
し
て
、「﹃
申
告
書
の
自
主
点
検
と
税

務
上
の
自
主
監
査
﹄に
関
す
る
確
認
表
」⑷

（
以
下
、「
本
確
認
表
」と
い
う
）が
公
表
さ

れ
て
お
り
、
こ
れ
を
一
般
法
人
に
活
用
し

て
も
ら
う
こ
と
で
、
一
般
法
人
側
は
申
告

内
容
誤
り
の
未
然
防
止
が
期
待
で
き
、
税

務
当
局
側
は
、
活
用
状
況
に
つ
い
て
申
告

書
と
あ
わ
せ
て
提
出
す
る
会
社
事
業
概
況

書
に
そ
の
活
用
の
有
無
を
チ
ェ
ッ
ク
さ
せ

る
こ
と
等
に
よ
り
、
一
定
程
度
の
活
用
状

況
が
確
認
で
き
た
一
般
法
人
に
つ
い
て
、

次
回
調
査
日
数
を
短
縮
す
る
等
事
務
の
効

率
化
に
活
用
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

本
確
認
表
の
活
用
も
前
述
し
た「
調
査

必
要
度
の
高
い
法
人
へ
調
査
事
務
量
を
重

点
配
分
」を
行
う
た
め
の
取
組
み
の
１
つ

で
あ
り
、
一
般
法
人
に
つ
い
て
は
、
今
後
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
本
確
認
表
の
活
用
状
況

の
分
析
が
税
務
当
局
に
よ
り
行
わ
れ
、
調

査
必
要
度
の
高
い
法
人
か
否
か
の
判
断
材

料
の
１
つ
と
し
て
利
用
さ
れ
て
い
く
も
の

と
思
わ
れ
る
。

⑴　

第
20
回
国
税
審
議
会
参
考
資
料
。

⑵　

租
税
研
究
２
０
１
３
年
８
月
号「
大
規
模
法
人
の
税
務

の
課
題
―
国
際
課
税
を
中
心
に
―
」（
国
税
庁
調
査
査
察
部

調
査
課
長
山
川
博
樹
）。

⑶　

実
地
調
査
や
実
地
調
査
以
外
の
調
査
、
行
政
指
導
と
し

て
行
う
事
務
、資
料
収
集
等
の
事
務
。

⑷　
「
調
査
課
所
管
法
人
の
皆
様
へ
の﹃
申
告
書
の
自
主
点

検
と
税
務
上
の
自
主
監
査
﹄に
関
す
る
確
認
表
に
つ
い
て
」

（
平
成
27
年
３
月
、国
税
庁
・
国
税
局
）に
よ
る
と
、本
確
認

表
は「
内
部
統
制
面
や
会
計
経
理
面
の
体
制
・
手
続
が
概

ね
整
備
さ
れ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
る
調
査
課
所
管
法
人
」

を
対
象
と
し
て
い
る
旨
記
載
さ
れ
て
い
る
。

塩田　英樹 （しおた・ひでき）
PwC税理士法人　シニアマネージャー
公認会計士・税理士
大手監査法人を経てPwC税理士法人に
入社。国内および海外企業買収、組織
再編、タックスヘイブン税制など国際税
務の分野を中心に幅広く日本企業を支援
している。2014年より2017年８月まで
PwC英国のロンドン事務所に出向し、日
系企業の英国を含む欧州への海外進出、
ガバナンスの構築支援を担当。近年は
税務ガバナンス整備支援チームのメン
バーとして、日系企業における税務ガバ
ナンスの構築・運用に関する支援も従事。

浅川　和仁 （あさかわ・かずひと）
PwC税理士法人　ディレクター　税理士
国税庁および東京国税局で27年間、国
際課税のスペシャリストとして勤務。東
京国税局では、大企業の国際課税（移転
価格を含む）や外国法人の恒久的施設

（ＰＥ)課税等に係る調査、審理を担当。
また、国税庁では、情報交換ネットワー
クの構築、AOAやクロスボーダー消費
税の制度導入、OECDでのBEPSの議論
などに関与。2015年７月に麻布税務署
副署長を最後に退官し、同年９月に
PwC税理士法人に入社。

朝倉　雅彦（あさくら・まさひこ）
PwC税理士法人　マネージャー　
公認会計士・税理士
2005年にPwC税理士法人に入社し、法
人税等の申告書作成・コンサルティング
業務および移転価格税制に関する事前
確認申請の支援業務ならびに外国人出
向者の所得税申告書作成業務等を担当。
2014年から2018年まで東京国税不服
審判所で国税審判官として、移転価格
税制、タックスヘイブン税制等の国際課
税事案、その他法人税、所得税および
消費税に関する課税事案の審査請求業
務を担当。

【
こ
の
章
の
エ
ッ
セ
ン
ス
】

●
有
効
な
税
務
ガ
バ
ナ
ン
ス
を
整
備
す
る

う
え
で
、い
か
に
グ
ル
ー
プ
の
税
務
に

関
す
る
実
態
を
適
時・正
確
に
把
握
す

る
こ
と
が
で
き
る
か
が
重
要
な
課
題
の

１
つ
と
な
る
。ま
た
、税
務
部
門
の
人
材

に
制
約
が
あ
る
な
か
で
、既
存
業
務
を

効
率
化
し
付
加
価
値
の
高
い
業
務
に
時

間
を
シ
フ
ト
し
て
い
く
こ
と
も
重
要
な

課
題
と
な
っ
て
い
る
。

●
こ
う
し
た
課
題
の
解
決
に
向
け
て
テ
ク

税
務
の
デ
ジ
タ
ル
化
へ
向
け
た
対
応

テ
ク
ノ
ロ
ジ
ー
を
活
用
し
た

税
務
ガ
バ
ナ
ン
ス
の
構
築
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